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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、いわゆる鉄道不採算線問題についてその理論的意味と歴史的経緯を探りながら、国鉄改革を今日
からみて再評価し、望ましい地域交通政策のあり方とその条件を提示したものである。 
 まず序章で課題の設定とその意義付けが簡単に行われた後、第１部「鉄道政策論、鉄道経営論と不採算線問
題」で、関連する諸議論の整理が国鉄の不採算線問題の現実の展開とともに行われている。独立採算の公社経
営と全国一律運賃制の下では、不採算線は不可避的に発生する。採算線から不採算線への内部補助は、国鉄の
陸上交通独占のもとで収支が全体として償われるかぎり問題化しなかった。独占の崩壊とともに「国鉄赤字」
が顕著となり、不採算線が「問題」となる。しかし、「不採算」の意味するところは一つではない。その点につ
き、現実の鉄道経営で使われてきた意味とは異なる、学会での概念規定に関する諸議論を検討する。その上で、
単なる見かけ上の内部補助ではなく、真性の内部補助が発生していることをもって「不採算線の定義」とし、
鉄道経営にとって不採算線区の存廃を判断する基準となるべきことが導かれている（第１章）。 
 だが、国鉄改革時の不採算線整理は必ずしもその観点から行われたものではなく、基本的には全国的内部補
助を地域的内部補助の体制に置き換えたに過ぎなかった。改革後、JRの経営をめぐる環境が変化するとともに、
再び不採算線問題が生じる根拠がここにあった。第２部「鉄道不採算線問題の現実展開」は、その経緯につい
て詳細に分析する。具体的には、国鉄改革後のJR西日本における不採算線対策の内容を取り上げ、その成果と
限界を指摘する（第２章）。次に、そのJR西日本において実際に廃止された可部線を対象とし、不採算線の廃
止という問題がいかに浮上し、現実化したのかが検討される。その際、民営化されたとはいえ、むき出しの企
業論理を振りかざすわけにはいかなかった事情と、それでも地域社会が存続にむけて適切に対応できなかった
背景について論じる（第３章）。次いで、そうした地域社会の地域交通政策立案能力の欠如が何故であるのかに
ついて、可部線建設の経緯に立ち返り歴史的に検証する。その結果、鉄道を地域社会の発展と密接に関連づけ、
建設のためできる限りの努力をしてきた初心が失われ、かつては能動的存在であった地域社会が、単なる一方
的受益者に堕してしまったことが示される（第４章）。 
 第３部「地域交通政策の再検討」は、以上を受けて地域交通政策の主体として地域社会がはたしていかなる
イニシアティブを発揮できるのかについて、単なる必要性や期待だけではなく、その望ましさの根拠にまで踏
み込んで理論的に検討し、政策的方向付けを得ようとしている。これまでの交通政策における地方分権の諸議
論は、中央集権型意思決定メカニズムの問題点を指摘した上で地方分権の必要性を論じるが、それを担う地域
社会の能力に対する理論的・現実的考慮については必ずしも十分ではなかった。本論文は、政策決定の前提と
なる知識のあり方に注目し、地域社会は現場における「組織されない膨大な知識」の利用可能性が高く、また、
その下での行動が不完全な知識状態の改善に繋がりやすいという点に、その根拠を見る（第５章）。そして最後
に、交通におけるミニマム論を展開して地域交通政策の指針を求めようとする。交通におけるミニマムとは、
これまで論じられてきたようなモビリティの確保ではなく、生活のミニマムに対するアクセスの確保を基礎と
するものであり、その情報を最も知りうる地位にあるのが地域社会であるとして、今後の地域交通政策の意義
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を示し、本論文は終わる（第６章）。 
 本論文が対象とする不採算線問題は、一見、ローカルな問題に見えるが、以上見てきたように、実は、全国
的な交通政策の枠組みをめぐる問題であった。松永氏はそれを理論的にだけではなく、具体的に実証する方法
でも接近している。とりわけ、次の諸点は高く評価することができる。 
 第１に、国鉄の分割民営化後18年が経過したが、はたして国鉄改革とは何だったのか、本論文は不採算線問
題という限られた視点からではあるがその点に鋭く切り込み、改革の不完全性とそこから生じる問題の重大性
を明らかにした。グローバリゼーションの進行下で企業の株主への責任が言われれば言われるほど、「不採算」
な路線を存続させている説明が経営者に強く求められる。国鉄改革はその枠組みを生み出しながら、地域交通
への配慮はすでに十分であるとして政策的対応を事実上放置していた。 
 第２に、本論文は、廃止された可部線を典型事例としてはじめて詳細かつ全面的に分析した。今後、地域交
通政策の研究はますます進展するであろうが、その際、本論文を検討することは必須の課題となろう。中でも、
可部線の歴史的経緯の考察から、地域交通政策の主体の能力という、今日、焦眉の課題が抽出される論究がと
くに秀でている。 
 第３に、誰もが疑いを差し挟まない交通政策における地方分権という課題につき、主体の能力という点で理
論的に検討し直し、より深くその根拠を基礎づけている。知識論に基づく議論にはさらに精緻な考察を必要と
する点はあるが、交通政策論におけるその観点からのはじめての議論として評価しうる。 
 第４に、古くから続けられてきた交通におけるミニマム論について、交通用役の基礎理論を踏まえて新たに
問題を提起した。実践的政策の指針としてどこまで活用できるかは疑問なしとは言えないものの、従来停滞し
ていたこの分野において、十分説得的で大胆な問題提起を行ったと言える。 
 政策論としてみた場合、全国的、地域的な交通政策の分担のあり方や、政策指針としてのミニマム論の具体
化など、今後さらに解明しなければならない課題は多くある。だが、上記の点で本論文が果たした貢献は大き
く、審査委員会は全員一致して、本論文が博士（商学）の学位を授与するに値するものと判断した。 
 
